
社会経済動向
(安全・安心な地域づくり部会)

• 防災
• 土地利用・交通基盤
• 交通環境

参考２-２



• 2021年度に発生した主な災害は以下のとおりである

• 本県では、９月に能登地方で震度５弱の地震が発生している
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1出典：内閣府「令和４年版 防災白書」

■2021年度の主な災害

2021年度に発生した主な災害



防災基本計画修正の概要

• 2021年５月に「災害対策基本法」が改正され、防災基本計画が修正された

• 新たな防災基本計画では、以下の内容等が盛り込まれている

✓災害対策本部の見直し ✓避難所における感染症対策 ✓個別避難計画の作成

✓避難勧告・避難指示の一本化等 ✓災害対応業務のデジタル化の推進 ✓女性の視点を踏まえた防災対策の推進
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出典：内閣府「令和４年版 防災白書」

■防災基本計画の修正



• 2021年７月の豪雨災害での土石流等を踏まえ、内閣府は「令和３年７月からの一連の豪雨
災害を踏まえた避難に関する検討会」を設置し、2022年２月、以下の内容の報告書を公表した

✓住民の適切な避難行動の促進に向けた対応：「災害文化」の醸成 等

✓市町村による避難情報の適切な発令に向けた対応：市町村の災害対応力の向上 等

社会経済動向（防災）

3出典：内閣府「令和４年版 防災白書」

■避難に関する検討会

2021年７月からの一連の豪雨災害を踏まえた避難のあり方について（概要）



• 環境省及び内閣府は、2020年、気候変動対策と防災・減災対策を以下のとおり連携して取
り組むため、「気候危機時代の「気候変動×防災」戦略」を公表している

✓気候変動と防災は、あらゆる分野で取り組むべき構造的な課題である

✓気候変動のリスクを可能な限り小さくするため、温室効果ガスを削減する緩和策にも取り組む

✓各分野の政策において「気候変動×防災」を組み込み、政策の主流にしていくことを追求する

社会経済動向（防災）
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出典：内閣府「令和４年版 防災白書」

■気候変動と防災

気候危機時代の「気候変動×防災」戦略（共同メッセージ）概要



• 2018年12月に、以下の観点に基づき、国土強靭化基本
計画の見直しが行われた

✓災害から得られた知見の反映

✓社会情勢の変化等を踏まえた反映

✓災害時に重要なインフラ整備、耐震対策・老朽化

対策、BCPの普及の推進

✓重点化すべきプログラム等の選定

✓防災・減災、国土強靭化のための３か年緊急対策

社会経済動向（防災）
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■国土強靭化基本計画の見直し 国土強靭化基本計画の見直し（概要）

出典：国土交通省「令和４年版 国土交通白書」

• 内閣府において、以下３分野のワーキンググループが開催され、
2021年５月に提言が公表された

• 事前防災・複合災害WG

✓新たな国土強靭化脆弱性評価、おそれ段階での広域避難

✓感染症との複合災害への新たな備え

• デジタル・防災技術WG

✓生命を守る災害対応力の飛躍的向上

✓遠い未来のデジタルを極限まで活用

• 防災教育・周知啓発WG

✓防災教育を第３次学校安全推進計画の柱に位置付け

✓避難生活支援・防災人材育成エコシステム

■防災・減災、国土強靭化に関する提言
防災・減災、国土強靭化新時代の実現のための提言



• 本県直下でM7.0の地震（震源断層は
加賀平野）が発生した場合、以下の被
害が予測されている

✓全壊１万6,843棟（3.9%）

✓炎上出火455件

✓死者2,182人

✓負傷者7,829人

✓避難者10万4,885人
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■M7.0の地震発生時の被害予測

加賀平野での地震被害予測結果

出典：金沢地方気象台「石川県地震概況（2022年6月）」

• 能登地方では、2021年７月頃から地震活動
が活発化し、１年以上、活発な地震活動が
続いている。

• このような中、６月 19 日に最大震度６弱を
観測する地震が発生し、その後 20日に最大
震度５強を観測する地震が発生した

■能登地方における群発地震
石川県能登地方（珠洲市付近）の地震活動による

月別・震度別震度回数

出典：石川県「消防防災年報（2020年版）」



• 高度成長期以降に整備された道路橋、トンネル、河川、下水道、港湾等は、今後10年・20年
の間に、建設後50年以上が経過する施設の割合が加速度的に高くなる見込みである

社会経済動向（土地利用・交通基盤）
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出典：内閣府「令和４年版 国土交通白書」

■社会資本施設の老朽化

建設後50年以上経過する社会資本の割合（2020年度算出）



• 2021年５月、以下６点を重点目標とする第５次社会資本整備重点計画が閣議決定された

✓防災・減災が主流となる社会の実現

✓持続可能なインフラメンテナンス

✓持続可能で暮らしやすい地域社会の実現

✓経済の好循環を支える基盤整備

✓インフラ分野のデジタル・トランスフォーメーション（DX）

✓インフラ分野の脱炭素化・インフラ空間の多面的な利活用による生活の質の向上
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8出典：内閣府「令和４年版 防災白書」

■社会資本整備重点計画

第５次社会資本整備重点計画の概要



• 「都市のスポンジ化」が進行し、持続可能な
都市構造への転換に向けた「コンパクト・プラ
ス・ネットワーク」の取組を進める上で重大な
支障となっている

• 低未利用地の利用促進・発生抑制等のた
め、「都市再生特別措置法等の一部を改
正する法律」が2018年４月に成立した

9

■都市のスポンジ化に対する対応
都市再生特別措置法等の一部を改正する法律

出典：国土交通省「都市のスポンジ化対策」

社会経済動向（土地利用・交通基盤）



• 「交通政策基本法」に基づき、2021年、第２次交通政策基本計画が閣議決定された
（計画期間：2021～2025年）

• 基本的方針として以下の３つの柱が掲げられている

✓誰もが、より快適で容易に移動できる、生活に必要不可欠な交通の維持・確保

✓我が国の経済成長を支える、高機能で生産性の高い交通ネットワーク・システムへの強化

✓災害や疫病、事故など異常時にこそ、安全・安心が徹底的に確保された、持続可能でグリーンな交通の実現

社会経済動向（交通環境）

10出典：国土交通省「令和４年版 国土交通白書」

第２次交通政策基本計画の概要

■交通政策基本計画



• 人口減少の本格化に伴い、地域の公共交通の維持・確保の厳しさが増し、地域の移動手段確保
が課題となっている

• 地域の移動ニーズへの対応促進のため、「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律等の一
部を改正する法律」が2022年に施行された

• 概要は以下のとおりである

✓地域が自らデザインする地域の交通 ✓輸送資源の総動員による移動手段の確保

✓既存の公共交通サービスの改善の徹底 ✓交通インフラに対する支援の充実

社会経済動向（交通環境）
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■地域公共交通

地域公共交通の活性化及び再生に関する法律等の一部を改正する法律


